
Ⅳ 道路施策の具体的提案

1 メンテナンスのセカンドステージへ

(1)予防保全を前提としたメンテナンスの計画的な実施

●予防保全を前提に、最小のライフサイクルコストでサービス
水準を確保すべき

●点検・診断等のデータ蓄積や共有を進め、各道路管理者が策
定・改定する個別施設計画への反映を進めるべき

(2)新技術の導入等による長寿命化・コスト縮減

●技術基準類の検討・充実や、ICTモニタリング・非破壊検査
等の新技術の現場導入を推進すべき

●その際、民間技術の開発・導入を促すための評価システム等
の環境整備、ビッグデータ等を駆使した戦略的予防保全型管
理の構築に向けた技術開発の取組が必要

(3)過積載撲滅に向けた取組の強化

●動的荷重計測装置(WIM)による自動取締りの実効性を上げる
取組の強化等を推進し、当面2020年度を目途に過積載を半
減させ、最終的に撲滅を目指すべき

●荷主にも責任とコスト等を適切に分担させることを検討する
必要

●インフラ側での重量計測だけでなく、車載型荷重計測システ
ム(OBW)の活用についても検討が必要

【背景】

・平成26～28年度に点検した約40万橋のうち、緊急または
早期に修繕が必要な橋梁が約11%（約4.2万橋）

・近年、地方公共団体管理橋梁での通行止めや車両重量等の
通行規制が約2,600 箇所に増加中

・一方で、市町村は技術者の削減により土木技術者が不足
事後保全型 予防保全型

（兆円/年） 予防保全の導入
によりコスト縮減

基準類の充実や
新技術導入等
によるコスト縮減

予防保全： 個々の道路環境を踏まえて、道路管理者が定期的に点検・診断を行い、
最小のライフサイクルコストで安全・安心やその他の必要なサービス
水準を確保する維持管理の考え方

基準類の充実・
新技術導入等

●将来修繕費用の方向性

●インフラの点検状況

Ⅰ 構造物の機能に支障が生じていない状態
Ⅱ 構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態
Ⅲ 構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態
Ⅳ 構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態

（ ）内は点検実施施設数

道路附属物等
（23,781）

診断区分

■点検実施状況

■点検結果

※H26～28年度点検結果
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Ⅳ 道路施策の具体的提案

●インフラ集約化・撤去

迂回路の「交差点改良」や「道路拡幅」を実施し、
通行止めとなっている老朽橋を「撤去」

「道路拡幅」

「交差点改良」

隣接橋

「撤去」

市
道
○
号
線

市道○号線

左折可能左折
困難

整備前 整備後

整備前 整備後

(4)集約化・撤去による管理施設数の削減

●地方公共団体が管理する道路施設について、補助制度の
活用や合意形成、課題解決に向けた優良な取組事例の共
有等の促進方策を検討し、利用状況等を踏まえた橋梁等
の集約化・撤去を進めるべき

(5)適切な予算等の確保

●将来のメンテナンス費用を予測し、予防保全型の管理、
新技術の導入等により、今後増大が予想される維持修
繕・更新費用を低減させるとともに、必要な予算を安定
的に確保する方策を検討すべき

●幹線道路の維持修繕・更新について、諸外国の事例も
参考に、

・有料道路においては償還満了後も料金徴収を続ける
こと

・一般道路における大型車対距離課金の導入

など、将来の負担のあり方等について、広く意見を聴取
しつつ、検討を進めるべき

●老朽化の現状やメンテナンス活動等の「見える化」の
充実等、土木学会など関係機関との連携も図りながら、
広く国民や利用者と共有する必要

(6)地方への国による技術支援の充実

●技術者の不足する市町村に対し、専門技術者を派遣する
制度を構築する必要

●国の直轄組織や研究機関を活用して、地域の実情に応じ
た技術支援を充実するとともに、体制強化を進める必要

●ドイツにおける大型車課金

図は2015年7月時点
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ドレスデン

ライプツィヒ
車載器(OBU)

コントロールゲート

※車載器が無い場合は、事前登録・支払い
が必要

※車載器はトールコレクト社が無償で配布

■自動料金収受システム

（出典）国土交通省



1. メンテナンスのセカンドステージへ

平成 26 年度以降、定期点検を本格化させてきたが、平成 26～

28 年度に点検を実施した約 40 万橋のうち、緊急または早期に修

繕が必要な橋梁が約 11%（約 4.2 万橋）に上った。また、近年、

地方公共団体管理橋梁での通行止めや車両重量等の通行規制が

約 2,600 箇所に及び、その箇所数は増加し続けている。 

全橋梁約 73 万橋のうち、約 48 万橋が市町村管理となってい

るが、市町村は技術者の削減により土木技術者が不足しており、

点検すらままならないところも増えている。 

このように、メンテナンスサイクルを回す仕組みが構築され

つつある一方、その確立に向けた課題も明らかになってきてい

る。 

これまで、「事後保全」から「予防保全†15」への転換を図るべ

く、５年に１度の近接目視による全数監視をはじめ、道路メンテ

ナンス会議、直轄診断や修繕の代行等、予算・体制・技術面で地

方公共団体に対する支援に取り組んできたところであるが、今

後、限られた財政資源の中で、加速的に増加する老朽インフラに

対応するにあたり、メンテナンスのセカンドステージ†24 として、

以下の取組を提案する。 

(1) 予防保全を前提としたメンテナンスの計画的な実施 

・メンテナンスサイクルを持続的に確実に回しつつ、予防保全†15

を前提に、最小のライフサイクルコストで安全・安心その他の

必要なサービス水準を確保すべきである。 

・定期的な点検・診断の結果等のデータ蓄積や共有を進め、各道

路管理者が策定・改定する個別施設計画†25 への反映を進める

べきである。 

(2) 新技術の導入等による長寿命化・コスト縮減 

・点検・補修を高度化・効率化するため、技術基準類・契約制度・

占用制度の検討・充実や ICT†9 モニタリング・非破壊検査等の

新技術の現場導入を推進すべきである。 

・その際、民間技術の開発・導入を促すための評価システム等の



環境整備、ビッグデータ†3 や人工知能等を駆使した戦略的予防

保全†15 型管理の構築に向けた技術開発に取り組む必要がある。 

(3) 過積載撲滅に向けた取組の強化 

・道路の劣化の主な原因である過積載車両については、動的荷

重計測装置（WIM）†26 による自動取締りについて、真に実効性

を上げる取組の強化や道路管理者間での違反情報の共有化等、

更にメリハリの効いた取組を推進し、当面 2020 年度を目途に

半減させ、最終的に撲滅を目指すべきである。 

・過積載は荷主からの要求や非効率な商慣習が大きな要因であ

り、取締り時の違反者への荷主情報の聴取、荷主も関与した特

車許可†27 申請等、トラック事業者のみならず荷主にも責任と

コスト等を適切に分担させることを検討する必要がある。 

・更に、インフラ側での重量計測だけでなく、車両側での車載型

荷重計測システム（OBW）†28 の活用についても検討が必要であ

る。 

(4) 集約化・撤去による管理施設数の削減 

・地方公共団体が管理する道路施設について、補助制度の活用

や合意形成、課題解決に向けた優良な取組事例の共有等の促

進方策を検討し、利用状況等を踏まえた橋梁等の集約化・撤去

を進め、管理施設数を削減すべきである。 

(5) 適正な予算等の確保 

・将来のメンテナンス費用を予測し、予防保全†15 型の管理、新技

術の導入等により、今後増大が予想される維持管理・更新費用

を低減させるとともに、各道路管理者が適切な管理を持続的

に実施するために必要な予算を安定的に確保する方策を検討

すべきである。 

・また、幹線道路の維持修繕・更新については、諸外国における

事例も参考に、有料道路においては償還満了後も料金を徴収

し続けることや一般道路における大型車対距離課金の導入等、

将来の負担のあり方等について、広く意見を聴取しつつ、検討



を進めるべきである。 

・必要な予算の確保にあたっては、将来のメンテナンス費用の

見通しに加え、構造物や占用物件の老朽化の現状やメンテナ

ンス活動等の「見える化」の充実等、道路インフラの実状につ

いて、土木学会など関係機関との連携も図りながら、広く国民

や利用者と共有する必要がある。 

(6) 地方への国による技術支援の充実 

・技術者の不足する市町村に対し、各管理者が一体となった契

約方式の導入や、人材バンクの仕組み等による専門技術者を

派遣する制度の構築を図る必要がある。 

・国の直轄組織や研究機関を活用して、地域の実情に応じた技

術支援を充実するとともに、体制の強化を進める必要がある。 



道路分科会建議
○ 「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」

＜メンテナンスのファーストステージ＞
○ メンテナンスサイクルの確立

道路の老朽化対策に関する取組みの経緯

道路分科会建議 中間とりまとめ

○ 「６．持続可能で的確な維持管理・更新」

道路分科会 道路メンテナンス技術小委員会
○ 「道路のメンテナンスサイクルの構築に向けて」

＜メンテナンスのセカンドステージ＞
○点検データ等を生かした戦略的・効率的な修繕等の推進

笹子トンネル天井板落下事故［H24.12.2］

道路ストックの集中点検実施［H25.2～］

トンネル内の道路附属物等の緊急点検実施［H24.12.7］

道路法の改正

定期点検に関する省令・告示 公布

定期点検要領 通知

法令改正等老朽化対策に関する取組み

［H25.6］ ［H25.6］

［H26.4］

［H26.3］

［H26.6］

［H24.6］

定期点検に関する省令・告示 施行 ［H26.7］

［H26.7～］

［H29～］



○各道路管理者の責任で以下のメンテナンスサイクルを実施 ○メンテナンスサイクルを持続的に回す以下の仕組みを構築

※施設数はH29.3月時点

[予算] 

[技術]

（高速） ○高速道路更新事業の財源確保 （平成２６年法改正）

（直轄） ○点検、修繕予算は最優先で確保

（地方） ○複数年にわたり集中的に実施する大規模修繕・更新に対し
て支援する補助制度

[体制]

○都道府県ごとに『道路メンテナンス会議』を設置

○メンテナンス業務の地域一括発注や複数年契約を実施

○社会的に影響の大きな路線の施設等について、国の職員等から構
成される『道路メンテナンス技術集団』による『直轄診断』を実施

○重要性、緊急性の高い橋梁等は、必要に応じて、国や高速会社等
が点検や修繕等を代行（跨道橋等）

○地方公共団体の職員・民間企業の社員も対象とした研修の充実

○点検業務・修繕工事の適正な積算基準を設定

○点検・診断の知識・技能・実務経験を有する技術者確保のための資
格制度

○産学官によるメンテナンス技術の戦略的な技術開発を推進

[国民の理
解・協働]

○老朽化の現状や対策について、国民の理解と協働の取組みを推
進

[点検]

[診断]

[措置]

[記録]

○統一的な尺度で健全度の判定区分を設定し、診断を実施

○橋梁（約７３万橋）・トンネル（約１万本）等は、国が定める統一的な
基準により、５年に１度、近接目視による全数監視を実施

○点検・診断の結果に基づき計画的に修繕を実施し、必要な修繕が
できない場合は、通行規制・通行止め

○利用状況を踏まえ、橋梁等を集約化・撤去

○適切な措置を講じない地方公共団体には国が勧告・指示

○点検・診断・措置の結果をとりまとめ、評価・公表（見える化）

『道路インフラ健診』

○過積載等の違反者への取締り・指導の強化[その他]

（省令・告示：Ｈ２６.３.３１公布、同年７.１施行）

区分 状態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態

Ⅱ 予防保全段階
構造物の機能に支障が生じていないが、予防
保全の観点から措置を講ずることが望ましい
状態

Ⅲ 早期措置段階
構造物の機能に支障が生じる可能性があり、
早期に措置を講ずべき状態

Ⅳ 緊急措置段階
構造物の機能に支障が生じている、又は生じ
る可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべ
き状態

道路の老朽化対策の本格実施に関する提言（平成26年4月14日）の概要

Ⅱ メンテナンスサイクルを回す仕組みを構築
Ⅰ メンテナンスサイクルを確定

（道路管理者の義務の明確化）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨



33%

3%

39%

52%

53%

50%

14%

44%

11%

0.1%

0.5%

0.1%

道路附属物等

トンネル

橋梁

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

※四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある

Ⅰ－① 点検、Ⅰ－② 診断

Ⅰ 構造物の機能に支障が生じていない状態
Ⅱ 構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から
措置を講ずることが望ましい状態

Ⅲ 構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講
ずべき状態

Ⅳ 構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく
高く、緊急に措置を講ずべき状態

○ H26年7月からの定期点検が本格化し、平成26～28年度の累積点検実施率は、橋梁 約54%、
トンネル約47%、道路附属物等 約57%。

○ 診断した結果、緊急に措置が必要となるⅣ判定は、各施設とも非常に少ない割合。一方、早期に
措置が必要となるⅢ判定は、橋梁 約11%、トンネル 約44%、道路附属物等 約14%。

【出典】道路局調べ（H29.3末時点）
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（16%）
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（16%）

（21%）

54%

57%

47%
（18%）

（20%）

（26%）

点検実施率

（ ）内は各年度の点検実施率

点検計画

平成26年度 平成27年度 平成28年度

Ⅰー① 点検 （点検計画と点検実施率） Ⅰ－② 診断 （点検結果（H26～28累計））

（723,495）

（10,878）

（39,875）

（398,243）

（5,227）

（23,781）

※実施率は平成26年度の施設を対象に算出



Ⅰ－③ 措置、Ⅰー④ 記録

○措置については、損傷が深刻化してから大規模な修繕を行う、「事後保全型」から、損傷が軽微な
うちに補修を行う「予防保全型」への転換を図る

○点検・診断結果等について、道路メンテナンス年報等により毎年度公表（平成２７年度～）

Ⅰー③ 措置 Ⅰ－④ 記録

■道路メンテナンス年報の公表

１．道路メンテナンス年報について

２．点検結果

（１）全国の橋梁・トンネル・道路附属物等

（２）最優先で点検すべき橋梁

３．点検実施状況

（１）全国の橋梁・トンネル・道路附属物等

（２）都道府県別の点検実施状況

（３）最優先で点検すべき橋梁 等

■ホームページによる公表

https://www.ipf.mlit.go.jp/ipf/

社会資本情報プラットフォーム（試行版）

「国土交通省インフラ長寿命化計
画（行動計画）」に基づき、施設
分野ごとに社会資本の基本情報
及び維持管理に関する情報を集
約し、分野（現在８分野）ごとの
データベースを構築
→「道路メンテナンス年報」の
データを収録

■点検・診断結果を踏まえ、修繕等の措置を実施

0% 10% 20%

H26
点検

H27
点検

判定区分Ⅲの修繕着手状況

10%

17%

0% 10% 20%

判定区分Ⅱの修繕着手状況

1%

3%

平成26・27年度に点検・診断を実施した橋梁の修繕着手率※は、判
定区分Ⅲで約１～２割。判定区分Ⅱはほとんどが未着手の状況。

■予防保全による措置事例（鋼製桁の場合）

桁の塗装劣化やさびの発生 塗装の塗り替え

対策例

H26
点検

H27
点検

※H26・27年度に判定区分Ⅱ・Ⅲと診断された橋梁のうち修繕（設計を含む）に着手した割合（H28.3末時点）

（9,612）

（14,489）

（31,832）

（72,733）



Ⅰー① 点検（参考）：点検要領の策定状況

【国管理】道路点検要領

舗装点検要領〔平成29年3月〕

歩道橋定期点検要領〔平成26年6月〕

道路のり面工・土工構造物の調査要領（案）
〔平成25年2月〕

橋
梁

ト
ン
ネ
ル

舗
装

土
工

附
属
物
等

○ 主要５分野（橋梁、トンネル、舗装、土工、附属物等）の点検要領を策定

橋梁定期点検要領〔平成26年6月〕

道路トンネル定期点検要領〔平成26年6月〕

ｼｪｯﾄﾞ、大型ｶﾙﾊﾞｰﾄ等定期点検要領〔平成26年6月〕

附属物（標識、照明施設等）点検要領
〔平成26年6月〕

小規模附属物点検要領〔平成29年3月〕（※）

【全道路】定期点検要領（技術的助言）

舗装点検要領〔平成28年10月〕（※）

横断歩道橋定期点検要領〔平成26年6月〕

道路土工構造物点検要領〔平成29年度策定予定〕（※）

道路橋定期点検要領〔平成26年6月〕

道路トンネル定期点検要領〔平成26年6月〕

ｼｪｯﾄﾞ、大型ｶﾙﾊﾞｰﾄ等定期点検要領〔平成26年6月〕

門型標識等定期点検要領〔平成26年6月〕

※社会資本整備審議会道路分科会道路技術小委員会にて調査・検討を実施（H26.12：第1回～H29.6：第8回）
このほか、新設・改築に関する以下の技術基準についても、調査・検討を実施
「道路土工構造物技術基準」、「道路標識設置基準」、「道路緑化技術基準」、「電線等の埋設物に関する設置基準」、
「凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準」、「橋、高架の道路等の技術基準（道路橋示方書）」



○各道路管理者の責任で以下のメンテナンスサイクルを実施 ○メンテナンスサイクルを持続的に回す以下の仕組みを構築

※施設数はH29.3月時点

[予算] 

[技術]

（高速） ○高速道路更新事業の財源確保 （平成２６年法改正）

（直轄） ○点検、修繕予算は最優先で確保

（地方） ○複数年にわたり集中的に実施する大規模修繕・更新に対し
て支援する補助制度

[体制]

○都道府県ごとに『道路メンテナンス会議』を設置

○メンテナンス業務の地域一括発注や複数年契約を実施

○社会的に影響の大きな路線の施設等について、国の職員等から構
成される『道路メンテナンス技術集団』による『直轄診断』を実施

○重要性、緊急性の高い橋梁等は、必要に応じて、国や高速会社等
が点検や修繕等を代行（跨道橋等）

○地方公共団体の職員・民間企業の社員も対象とした研修の充実

○点検業務・修繕工事の適正な積算基準を設定

○点検・診断の知識・技能・実務経験を有する技術者確保のための資
格制度

○産学官によるメンテナンス技術の戦略的な技術開発を推進

[国民の理
解・協働]

○老朽化の現状や対策について、国民の理解と協働の取組みを推
進

[点検]

[診断]

[措置]

[記録]

○統一的な尺度で健全度の判定区分を設定し、診断を実施

○橋梁（約７３万橋）・トンネル（約１万本）等は、国が定める統一的な
基準により、５年に１度、近接目視による全数監視を実施

○点検・診断の結果に基づき計画的に修繕を実施し、必要な修繕が
できない場合は、通行規制・通行止め

○利用状況を踏まえ、橋梁等を集約化・撤去

○適切な措置を講じない地方公共団体には国が勧告・指示

○点検・診断・措置の結果をとりまとめ、評価・公表（見える化）

『道路インフラ健診』

○過積載等の違反者への取締り・指導の強化[その他]

（省令・告示：Ｈ２６.３.３１公布、同年７.１施行）

区分 状態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態

Ⅱ 予防保全段階
構造物の機能に支障が生じていないが、予防
保全の観点から措置を講ずることが望ましい
状態

Ⅲ 早期措置段階
構造物の機能に支障が生じる可能性があり、
早期に措置を講ずべき状態

Ⅳ 緊急措置段階
構造物の機能に支障が生じている、又は生じ
る可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべ
き状態

道路の老朽化対策の本格実施に関する提言（平成26年4月14日）の概要

Ⅱ メンテナンスサイクルを回す仕組みを構築
Ⅰ メンテナンスサイクルを確定

（道路管理者の義務の明確化）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨



○ 道路法等の一部を改正する法律（H26.6）

建設債務の償還

H62

更新費の
償還

H17

料
金
水
準

料金徴収期間H77

①計画的な更新を行う枠組みの構築

・ 高速道路機構・高速道路会社間の協定と、高速道路機構の業務実施計画に、更新事業を明記（国土交
通大臣が業務実施計画を認可）【高速道路機構法】

②更新需要に対応した新たな料金徴収年限の設定（世代間の負担の平準化） 【道路整備特措法】

更新後（イメージ）

・海水面から一定程度離れた高架構造とするため、桟橋全体を架け替え
・工事中の交通への影響軽減のため、迂回路を設置
・平成30年度は、上り線の下部工、上部工を実施予定。

○ 高速道路の更新

コンクリートの剥離、鉄筋腐食が発生

＜更新の事例：首都高速 東品川桟橋・鮫洲埋立部＞

Ⅱー⑤ 予算（高速）：高速道路における更新計画

施工状況（平成29年2月）

迂回路上部工



○大規模修繕・更新に対して複数年にわたり集中的に支援を行うことにより、地方公共団体における

老朽化対策を推進し、地域の道路網の安全性・信頼性を確保

＜事業の要件＞
・都道府県・政令市の管理する道路：全体事業費１００億円以上
・市区町村の管理する道路：全体事業費 ３億円以上
・インフラ長寿命化計画（行動計画）において、引き続き存置が必要とされ
ているものであること
・点検・診断等を実施し、その診断結果が公表されている施設であること
・長寿命化修繕計画（個別施設計画）に位置付けられたものであること

■集約化・撤去の事例

○迂回路の「交差点改良」や「道路拡幅」を実施し、
通行止めとなっている老朽橋を「撤去」

隣接橋に接続する道路の改良

整備前 整備後

左折困難

整備前 整備後

左折可能

「道路拡幅」

「撤去」 「交差点改良」
市道○号線

交差点改良の概要

全景

■大規模修繕・更新の事例

道路拡幅の概要

落合橋（岡山県真庭市）

○鋼材の腐食が著しい橋梁を集中的に修繕

鋼材の腐食

下ノ加江橋（高知県土佐清水市）

○主部材の著しい損傷により更新

主桁の剥離、鉄筋露出

※平成２９年度には、集約化・撤去を対象として拡充

Ⅱ－⑤ 予算（地方）：大規模修繕・更新補助制度の導入（平成27年度創設）

おち あい ばし

しも の か え ばし

ま にわ し

と さ し みず し



直轄診断実施箇所 措置

三島大橋
み しま まち

（福島県三島町）
修繕代行事業

大渡ダム大橋
に よど がわ ちょう

（高知県仁淀川町）
修繕代行事業

大前橋
つま ごい むら

（群馬県嬬恋村）

大規模修繕・更新
補助事業（更新）

沼尾シェッド
しも ごう まち

（福島県下郷町）
修繕代行事業

猿飼橋
と つ かわ むら

（奈良県十津川村）
修繕代行事業

呼子大橋
から つ し

（佐賀県唐津市）
修繕代行事業

万石橋
ゆ ざわ し

（秋田県湯沢市）
修繕代行事業

御鉾橋
かん な まち

（群馬県神流町）
修繕代行事業

Ⅱ－⑥ 体制：道路メンテナンス技術集団による直轄診断

○地方公共団体への支援策の一つとして、緊急かつ高度な技術力を要する可能性が高い施設につ
いて直轄診断を実施（平成26年度～）

■直轄診断実施箇所とその後の対応 ■平成28年度 直轄診断実施箇所 （平成29年度 修繕代行事業箇所）

年
度

H
26

主桁のひびわれ 鉄筋の露出

主桁の変形橋脚の洗掘

洗掘範囲

橋脚基部側面図

単位（mm)

洗掘範囲

年
度

H
27

年
度

H
28

万石橋（秋田県湯沢市）

御鉾橋（群馬県神流町）

まん ごく ばし ゆ ざわ し

み ほこ ばし かん な まち

み しま おお はし

おお ど おお はし

おお まえ はし

ぬま お

さる かい ばし

よぶ こ おお はし

まん ごく ばし

み ほこ ばし



Ⅱ－⑥ 体制、Ⅱー⑦技術

○地方公共団体等の職員を対象とした技術レベル
に併せた研修を実施。（平成26年度～）

Ⅱ－⑥ 体制（研修の実施） Ⅱ－⑦技術（点検診断に関する技術者資格）

＜初級研修＞

・法令に基づく定期点検及び補修・補強工法選択の
判断に必要な基礎的知識・技能の取得
※平成26～28年度：約3,400名が受講
（平成26年度から、5年間の目標人数5,000人）

＜中級研修＞

・点検・検査・診断・補修補強の監督に必要な知識・
技術を取得

＜特論研修＞

・三大損傷（疲労・塩害・アルカリ骨材反応）の発生
要因や対策技術などの専門的知識の取得

■登録した施設分野

分野 施設
登録資格数

計 点検 診断

道路

橋梁（鋼橋） 42 26 16

橋梁（ｺﾝｸﾘｰﾄ橋） 42 26 16

トンネル 26 16 10

道路 計 110 68 42

河川 7

海岸 6

港湾 4

延べ登録資格数 127

H29.4.1 現在

＜省略＞

○点検・診断に必要な知識・技術を明確化し、それ
を満たす民間技術者資格を公募・登録（平成26年
度～）

○平成29年2月までに合計110件の民間資格を登録■研修体系



非破壊検査導入前後の検査費用の比較

＜全国の橋梁の平均橋面積（218㎡）あたりの検査費用＞

（千円）

0

20

40

60

80

100

120

打音検査 非破壊検査

約2割
約11万円

約8万円

導入前
（全て打音）

導入後
（非破壊スクリーニング＋打音）

目視及びハンマーによる打音検査

非破壊検査（赤外線調査）によるスクリーニング※

※異常が疑われる箇所に対して打音検査を実施 H29年度より約270橋で
試行予定

※ 土木設計業務等標準積算基準、建設物価（2017.1）、
H29技術者単価、H29労務単価より算出

※ 非破壊検査によるスクリーニング率を3%と仮定
（H27年度試行結果より）

出典：第61回 道路分科会 基本政策部会資料 平成29年4月

従来の方法

新技術を活用した方法

《橋梁のコンクリートのうき及び剥離》 ■コスト縮減の試算例
（コンクリートのうきを調べる非破壊検査技術）

橋梁点検車による点検

Ⅱ－⑦ 技術：新技術による効率的・効果的なメンテナンスの実現

○新技術の導入によるメンテナンス費用の縮減に向け、要求性能を満たす民間技術について、現場
導入を積極的に推進



Ⅱ－⑧ 国民の理解・協働：国民への周知・理解の醸成

・様々な主体（産学官民）、複数の主体によるメンテナンス活動
を表彰し、公表（インフラメンテナンス国民会議による「インフラ
メンテナンス大賞」との連携）

親子で橋梁点検を体験

萬代橋130周年シンポジウムの開催 千住大橋の長寿を祝う会の開催

小学生の副読本を作成道の駅や公共施設等での
パネル展

○道路構造物の老朽化の現状や、メンテナンスの活動等の「見える化」を充実させ、国民の理解と協
働の取組みを推進

・老朽化の現状、メンテナンスの重要性の訴求

・「大切に長く使う」といった理念の普及

＜萬代橋（新潟県）＞ ＜千住大橋（東京都）＞

第１回インフラメンテナンス大賞（国土交通大臣賞）

案件名：しゅうニャン橋守隊（ＣＡＴＳ－Ｂ）による猫の手メンテナンス活動代表団
体名：しゅうにニャン橋守隊（山口県周南市）

■老朽化パネル展、親子学習会、副読本

■長寿橋梁式典

■メンテナンス活動の表彰

ばんだいばし せんじゅおおはし



※自動計測装置（全国39箇所）データから試算

○過積載等の違反者に対しては、動的荷重計測装置（Weigh-in-motion)による自動取締りを強化
○取締り時の違反者への荷主情報の聴取等、荷主にも責任とコスト等を適切に分担

悪質な重量制限違反者への即時告発の実施

動的荷重計測装置（WIM）の配備

Ⅱ－⑨ その他：過積載撲滅に向けた取組（ＷＩＭの配備・取締の強化）

重量が基準の2倍以上の悪質な

違反者を即時告発する制度を平成

27年2月より導入。高速道路におい

てこれまでに31件を告発（うち、起訴

（略式請求含む）8件）。

WIMによる自動取締りに
ついて、真に実効性を上げ

る取組を強化するため、

WIMの配備を増強。

過積載車両が道路橋に与える影響

特殊車両における過積載の割合

32%

34%

33%
31% 33%

0%

20%

40%

60%

H24 H25 H26 H27 H28

(直轄国道41箇所、高速道路約129箇所(平成29年3月末現在）)

荷主にも責任等を適切に分担

荷主にも過積載の責任を課すた

め、今後、取締り時の荷主情報の

聴取及び荷主への勧告を強化する

とともに、新たに特車許可申請に

荷主情報を記載する方式を導入。

荷主から
強要を受けた
経験あり

15%

荷主から強要を受けた
経験なし・無回答

75%

※自動計測装置（全国39箇所）データ 【全日本トラック協会へのアンケート結果】

過
積
載
の
割
合

特殊車両の約3割が過積載車両

0.3%の過積載車両が道路橋の劣化に与える影響度
は、全交通の約9割を占める。



メンテナンスのセカンドステージへ

○今後、加速度的に増加する老朽化インフラに対応するにあたり、メンテナンスのセカンドステージと

して、以下の取組を実施

（１）予防保全を前提としたメンテナンスの
計画的な実施

（２）新技術の導入等による長寿命化・コスト縮減

（３）過積載撲滅に向けた取組の強化

（４）集約化・撤去による管理施設数の削減

（５）適正な予算等の確保

（６）地方への国による技術支援の充実

•定期的な点検・診断の結果等のデータ蓄積・共有

•民間技術活用に向けた、評価技術の現場導入、公募テー
マの拡充

•取締り時の違反者への荷主情報の聴取、荷主も関与した特車
許可申請の実施

•OBW（車載型荷重計測システム）の装着を促す仕組みの導入

•ガイドラインや事例集を作成し、道路施設の集約化・撤去
の推進をサポート

•点検結果の蓄積・コスト縮減策を踏まえ将来必要額の検討

•技術者派遣制度の構築・運用
•直轄国道事務所や研究機関による技術的支援体制の構築

※下線：今後実施する取組


